
目標年度

行政改革・行政運営

基本目標【達成すべき目標及び目標
設定の考え方・根拠】

［最終アウトカム］：国民に信頼される質の高い行政の実現がされること
［中間アウトカム］：以下の三つの機能を通じて、内閣の重要課題や各府省の行政上の課題の解決が促進されること

①行政評価局調査の結果に基づき改善方策が提示されることで、行政制度・運営の見直し・改善が推進されること
②政策評価の推進により、効果的かつ効率的な行政が推進され、国民への説明責任が果たされること
③行政相談の推進により、行政制度・運営の見直し・改善が推進されること

政策評価実施予定
時期

施策目標 測定指標
（数字に○を付した測定指標は、主
要な測定指標）

令和
４年度

各府省の業務
の実施状況に
ついて、課題
や問題点等を
実証的に把
握・分析し、そ
の結果に基づ
き改善方策を
提示することに
より、行政制
度・運営の見
直し・改善を推
進すること

            96.3%
（過去３年間の改善措
置率（平成29年度
98.9％、30年度
95.5％、令和元年度
94.4％の平均値）の平
均値）

令和
元年度

②

テーマの内容や調査実施上の
必要に応じて、弾力的な方法
（コンパクト調査又は機動的な
調査）により、調査を適切に実
施し、また適切な方法・タイミン
グで公表できたか

＜アウトプット指標＞

テーマの内容や調
査実施上の必要に
応じて、弾力的な方
法（コンパクト調査又
は機動的な調査）に
より、調査を適切に
実施し、また適切な
方法・タイミングで公
表できたか

行政評価局調査の
効果的な実施

基準値以上かつ
前年度実績以上

令和
４年度

①

全国規模の調査に基づく勧告
等について、フォローアップ時
点での改善措置率
（※）

＜アウトカム指標＞

※①該当年度にフォローアップ
（複数回フォローアップを行うこ
ととしている場合、最後のフォ
ローアップ）を実施した調査に
ついて、調査ごとに＜フォロー
アップ時点での改善措置件数
／勧告等における指摘事項数
＞を算出、②年度ごとに①の結
果の平均値を算出、③過去３
年間の平均値を「改善措置率」
として算出

測定指標の選定理由、施策目標と測定指標の関係性（因果関係）
及び目標（値）（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績（値）（※2）

施策手段 基準年度

テーマの内容や調
査実施上の必要に
応じて、弾力的な方
法（コンパクト調査又
は機動的な調査）に
より、調査を適切に
実施し、また適切な
方法・タイミングで公
表する

目標（値）

年度ごとの目標（値）

国の行政の質を向上させ、行政に対する国民からの信頼を確保するた
めには、おおむね1年の調査期間で実施する従来型の調査のほか、必要
に応じてコンパクト調査又は機動的な調査を適切に実施し、また適切な方
法・タイミングで公表することが必要であることから、本指標を設定した。

なお、本指標の参考指標として、以下を設定した。

【参考指標】
・コンパクト調査及び機動的な調査の実施件数

－ － －

過去３年間の改善措置
率の平均値以上

かつ基準値（96.3%）以上

過去３年間の改善措置
率の平均値以上

かつ基準値（96.3%）以上

過去３年間の改善措置
率の平均値以上

かつ基準値（96.3%）以上

国の行政の質を向上させ、行政に対する国民からの信頼を確保するた
めには、行政評価局調査の結果行った勧告等に対する各府省の改善措
置により、実際の行政上の課題・問題点が解消されることが重要であるこ
とから、本指標を設定した。

調査結果に係る各府省の改善措置状況については、調査結果の公表時
に、内容に応じて、原則１年から２年後までの間で特定した時点でフォロー
アップを行うこととしている。設定する目標としては、フォローアップ（複数回
フォローアップを行うこととしている場合、最後のフォローアップ）において、
勧告の指摘事項のうち、改善措置が採られたものの割合が、過去３年間
の改善措置率の平均値以上かつ基準値以上となることとした。

なお、フォローアップは勧告等の１～２年後に行うものであるため、単年
度の改善措置率を指標に用いるのではなく、過去３年間の改善措置率の
平均値を用いることとしている。

－ －

－

基準（値）

－

令和２年度 令和３年度 令和４年度

テーマの内容や調
査実施上の必要に
応じて、弾力的な方
法（コンパクト調査又
は機動的な調査）に
より、調査を適切に
実施し、また適切な
方法・タイミングで公
表

テーマの内容や調
査実施上の必要に
応じて、弾力的な方
法（コンパクト調査又
は機動的な調査）に
より、調査を適切に
実施し、また適切な
方法・タイミングで公
表

テーマの内容や調
査実施上の必要に
応じて、弾力的な方
法（コンパクト調査又
は機動的な調査）に
より、調査を適切に
実施し、また適切な
方法・タイミングで公
表

令和５年８月

主要な政策に係る政策評価の事前分析表（令和２年度実施政策）

政策（※１）名 政策２： 行政評価等による行政制度・運営の改善

担当部局課室名
行政評価局総務課
他２課

作成責任者名
行政評価局総務課長
砂山 裕

政策の概要

政府内にあって施策や事業の担当府省とは異なる立場から、次の活動を行う。
【行政評価局調査】各府省の政策効果や業務運営上の課題を実証的に把握・分析し、政策や制度・業務運営の見直
し、改善方策について勧告等を行う。
【政策評価の推進】政策評価に関する基本的事項の企画立案、各府省の政策評価の点検等により、政策評価の質及
び実効性の一層の向上を図る。
【行政相談】国民の行政に関する苦情や意見・要望を受け付け、関係行政機関にあっせん・通知を行うことにより、
個々の苦情の解決や行政の制度・運営の改善を図る。

分野【政策体系上の
位置付け】

（総務省R2－②）



【目標管理型政策評
価】
「実証的共同研究の
成果と今後の取組
について」（R2.5.8制
度部会資料）を踏ま
えた実証的共同研
究を実施

【規制評価】
・「令和2年度の規制
評価の点検方針」
（令和２年３月）を踏
まえた点検を実施

【公共事業評価】
・令和２年度点検方
針を踏まえた点検を
実施

【租特特別措置等に
係る評価】
・令和２年度点検方
針を踏まえた点検を
実施

【研修】
・全国１０か所での
研修、eラーニングを
実施

点検等の実施による
政策評価の質及び

実効性の向上

令和
４年度

政策評価の推
進により、効果
的かつ効率的
な行政が実現
されるととも
に、国民への
説明責任が果
たされるように
なること

政策評価審議会政
策評価制度部会（以
下「制度部会」）や行
政評価局アドバイ
ザーの知見を活用し
た以下の取組
・ガイドラインの見直
し等
・各行政機関が行っ
た政策評価の点検
（規制、公共事業、
租税特別措置等）
・政策効果の把握・
分析手法の実証的
共同研究の実施
・諸外国の政策評価
制度に係る調査・研
究
・政策評価担当者等
に対する研修の実
施
・政策評価各府省連
絡会議等の開催
等

③
令和

元年度

政策評価の質及び実効性の向
上
＜アウトカム指標＞

＜参考指標＞
・各年度の点検件数
・指摘件数の割合又はフォロー
アップで把握した指摘の改善件
数の割合
・研修の参加者数

令和元年度の政策
評価の実施状況

【目標管理型政策評
価】
「実証的共同研究の
成果と今後の取組
について」（R2.5.8制
度部会資料）を踏ま
えた実証的共同研
究を実施

【規制評価】
・令和３年度点検方
針を踏まえた点検を
実施

【公共事業評価】
・令和３年度点検方
針を踏まえた点検を
実施

【租特特別措置等に
係る評価】
・令和３年度点検方
針を踏まえた点検を
実施

【研修】
・eラーニングを充実
化するとともに、これ
を含めた研修を実施

【目標管理型政策評
価】
「実証的共同研究の
成果と今後の取組
について」（R2.5.8制
度部会資料）を踏ま
えた実証的共同研
究を実施

【規制評価】
・令和４年度点検方
針を踏まえた点検を
実施

【公共事業評価】
・令和４年度点検方
針を踏まえた点検を
実施

【租特特別措置等に
係る評価】
・令和４年度点検方
針を踏まえた点検を
実施

【研修】
・充実化させたeラー
ニングを含めた研修
の実施

また、
令和２～４年度の実
証的共同研究、点
検、研修の在り方に
ついて総括を実施

行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年法律第86号） の第
１条（目的）においては、「政策の評価の客観的かつ厳格な実施を推進し
その結果の政策への適切な反映を図るとともに、政策の評価に関する情
報を公表し、もって効果的かつ効率的な行政の推進に資するとともに、政
府の有するその諸活動について国民に説明する責務が全うされるように
することを目的とする」と定められている。

この目的を達成するためには、政策評価の質及び実効性を高めていくこ
とが必要であるため、これを指標として設定した。当該指標については、定
量的に把握することが困難であるが、目標の達成状況を把握する上で参
考となる、各府省の政策評価の取組状況等について参考指標を設定し
た。

年度ごとの目標については、各行政機関の政策評価が客観的で適正な
ものになるよう、政策評価の点検を実施することを目標として設定した。

また、総務省では、政策評価の質の向上のため、各府省及び学識経験
者とともに「政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究」を実施し、関
係府省の政策改善を支援するとともに、得られた知見を共有することによ
り、各府省におけるEBPMの実践を後押ししているところである。政策プロ
セスにおけるEBPMの一層の浸透・定着を図るため、引き続き実施すること
を目標として設定した。

政策評価の質及び実効性を高めていくためには、政策評価に関する理
解と専門的知識の向上等が欠かせない。これを企図し、毎年度、各府省
の評価担当者（出先機関含む）等を対象として、研修を実施しているところ
である。令和２年度は、できるだけ多くの担当者に参加してもらうことを企
図して、少なくとも全国10か所（東京、管区行政評価局、四国行政評価支
局、沖縄行政評価事務所）で開催するとともに、eラーニングを実施するこ
ととしている。また、令和３年度以降において、現下の情勢も踏まえ、eラー
ニングの充実も図りつつ、研修全体の在り方を検討・実施することとした。

また。令和５年度以降の取組改善のため、令和４年度において、令和２
年度～４年度の取組について総括を実施することとしている。

【関係法令等】
・行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年法律第86号）第１条
等
・総務省設置法（平成11年法律第91号）第３条、第４条第１項第10号等
・政策評価に関する基本方針（平成17年12月16日閣議決定）
・規制に係る政策評価の改善方策（平成29年３月６日 政策評価審議会政
策評価制度部会）
・目標管理型の政策評価に係る評価書の検証結果等（平成30年３月２日
政策評価審議会政策評価制度部会）
・公共事業に係る政策評価の改善方策（平成30年３月２日 政策評価審議
会政策評価制度部会）
・統計改革推進会議最終取りまとめ（平成29年５月統計改革推進会議）
・政策評価制度に関する決議（平成27年７月８日参議院本会議）

－ － －



⑤

16.5万件以上 16.5万件以上

行政制度・運営の見直し・改善を推進するためには、全国に配置された５
千人の行政相談委員との協働を充実させ、国民による行政相談の利用促
進を図り、行政に対する国民の相談案件をできるだけ吸い上げることが不
可欠であることから、その成果を測定する指標として最も適切と考えられ
る、行政相談の総受付件数を設定。

目標値については、過去の実績と次期中期目標期間における推計値
（※）を踏まえ設定した。

（※）ピーク時以降のトレンド（平成４年度: 233,334件⇒令和元年度：
163,689件）で試算すると、次の３年間（令和２～４年度）の総受付件数は、
162,192～167,207と推計される。

－ － －

行政相談の推
進により、行政
制度・運営の
見直し・改善を
推進すること

行政相談委員と協
働する等して行政に
対する国民の相談
案件を吸い上げるこ
と

4
行政相談の総受付件数

＜アウトカム指標＞
163,689件

令和
元年度

16.5万件以上
令和

４年度

16.5万件以上

－

令和２年度

95.0％以上
令和

４年度

達成手段
（開始年度）

予算額（執行額）（※3）

令和
元年度

299百万円
（221百万円）

243百万円 1～5

政府内にあって施策や事業の担当府省とは異なる立場から、次の活動を行う。
【行政評価局調査】各府省の政策効果や業務運営上の課題を実証的に把握・分析し、政策や制度・
業務運営の見直し、改善方策について勧告等を行う。
【政策評価の推進】政策評価に関する基本的事項の企画立案、各府省の政策評価の点検等により、
政策評価の質及び実効性の一層の向上を図る。
【行政相談】国民の行政に関する苦情や意見・要望を受け付け、関係行政機関にあっせん・通知を行
うことにより、個々の苦情の解決や行政の制度・運営の改善を図る。

【成果指標（アウトカム）】
・全国規模の調査に基づく勧告等について、２回目のフォローアップ時点での改善措置率：
95.6％（令和元年度）
・行政相談の総受付件数：170,000件以上（令和元年度）
・苦情あっせん解決率：95.2％以上（令和元年度）

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
本事業は、「行政評価等による行政制度・運営の改善」という政策目的達成のための中心事業であ

ることから、本事業の成果は、政策目的達成のための測定指標に直結している。

受け付けた苦情等
について、必要な
あっせん等を実施す
ること

平成30年度 令和元年度

苦情あっせん解決率
＜アウトカム指標＞

94.7%
（あっせん等を実施
した件数：514件、

うち解決が図られた
件数：487件）

(2)
行政評価等実施事業(管区行政評価局)
（昭和27年度）

802百万円
（747百万円）

786百万円
（748百万円）

774百万円 1～5

(1)
行政評価等実施事業(総務本省)
（昭和27年度）

216百万円
（149百万円）

－ － － 4、5
国民の行政に関する苦情の解決の促進に資するため、苦情の相談に関する業務の委嘱について必
要な事項を定め、もって行政の民主的な運営に寄与する。

(3) 行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年） － － － 1～3

行政機関が行う政策の評価に関する基本的事項等を定めることにより、政策の評価の客観的かつ厳
格な実施を推進しその結果の政策への適切な反映を図るとともに、政策の評価に関する情報を公表
し、もって効果的かつ効率的な行政の推進に資するとともに、政府の有するその諸活動について国民
に説明する責務が全うされるようにする。

関連する
指標
(※4)

達成手段の概要等
令和２年度行政事業
レビュー事業番号

0002

95.0％以上 95.0％以上 95.0％以上

行政相談制度は、国の行政に関する苦情の申出等に応じ、必要なあっ
せんを行い、その解決を促進するとともに、これを行政の制度及び運営の
改善に反映させるものである。この行政相談制度の目的を踏まえ、あっせ
んにより各府省において具体的な対応が行われ、どれだけの苦情が解決
されたかを示すあっせん解決率が、最も適切と考えられることから測定指
標として設定。

目標値（95％以上）については、既に高い水準を達成（平成29年度には
97.2％）していることから、引き続き、これを維持する趣旨で設定した。

なお、あっせんには、必要に応じ行政苦情救済推進会議に付議した上で
行うものや、行政相談委員法第４条に基づいて行政相談委員から提出さ
れた意見を契機として行うものもあることから、これらを参考指標として設
定した。

【参考指標】
・行政苦情救済推進会議の審議に基づくあっせん件数
＜令和元年度：17件＞
・行政相談委員法第４条に基づく意見を契機としたあっせん等件数
＜令和元年度：3件＞

（※）行政相談委員法第４条に基づく意見：行政相談委員が、総務大臣に
対して、日常の行政相談業務の遂行を通じて得られた行政運営の改善に
関する意見を述べることができるというもの。

－ －

0003

(4) 行政相談委員法（昭和41年）



※１ 政策とは、「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成25年12月20日政策評価各府省連絡会議了承）に基づく別紙１の様式における施策に該当するものである。

※２ 「年度ごとの実績（値）」欄のかっこ書きの年度は、その測定指標の直近の実績（値）の年度を示している。

※３ 前年度繰越し、翌年度繰越しの他、移流用増減、予備費での措置等を含む。

※４ 測定指標は施策目標の達成状況が端的に分かる指標を選定しており、必ずしも達成手段と関連しないため「－」となることがある。

1,017百万円
政策に関係する内閣の重要政
策（施政方針演説等のうち主な
もの）

施政方針演説等の名称

規制改革実施計画

政策の予算額・執行額
1,017百万円
（896百万円）

1,086百万円
（970百万円）

令和元年
６月21日

Ⅰ６ 規制所管府省の主体的な規制改革への取組

年月日 関係部分（抜粋）

経済財政運営と改
革の基本方針2020

令和２年
７月17日

第１章５（２） 感染症拡大を踏まえた経済・財政一体改革の推進


